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ふれあい 

このふれあいは平成 24 年 12 月に実施されたＮＨＫ歳末たすけあい配分金により作成しています。 

 

 

 

 

 

 

 

今回の成年被後見人の選挙権回復にかかる裁判に

ついては、各地域の育成会と連携する中で、大阪市育

成会としても裁判の傍聴等への協力をしてきました。 

京都地裁にて裁判が行われた田中康夫さんのケー

スでは、訴訟に至るまでの経過は次のとおりです。も

ともと、田中さんは、それまで、ご自身の意思による、

選挙での投票権の行使を続けてこられていました。平

成６年に財産管理を心配した父親の申し立てにより、

民法の旧制度による禁治産宣告を受けることになり

ました。そしてその結果、選挙権を失い、選挙での投

票ができなくなりました。その後、平成１２年に現行

の成年後見制度が開始しますが、成年後見制度におい

ても、成年被後見人については、選挙権が無い状態が

続きました。ご本人は、以前から選挙に参加し、投票

行動をとても楽しみにされていたため、選挙権の回復

を求めて、平成２３年に提訴されることになります。

他の地域でもこの経過と似た状況が起きていました。

そして同様の裁判が札幌・東京・さいたまでも行われ

ました。 

成年被後見人の選挙権の回復については、もともと

専門家の間でも、制度の矛盾点が指摘され、見直しが

必要との議論がありました。今年３月１４日に東京地

裁で違憲判決が出され、違憲判決が出された際には、

国側は選挙権の回復の必要性は認めましたが、違憲と

までは言えないとの趣旨で控訴していました。その後、

国会では公職選挙法の改正の議論が進められ、５月２

７日には、成年被後見人の排除規定を削除する公選法

改正法案が可決成立し、６月３０日が施行日となりま

した。そして、成年被後見人についても、直近の７月

２１日にありました参議院選挙からの投票が可能に

なりました。この公選法の改正を受け、選挙権が回復

したことにより、７月１７日以降、全国４箇所での同 

 

 

 

内容のすべての訴訟について和解が成立しました。 

成年被後見人の選挙権が回復するきっかけになっ

た東京地裁の判決の要旨では、①選挙権は国民固有の

権利であり、民主主義の根幹を成すもので、これを制

限するためには、「やむをえない事由」がなければな

らない。②成年後見制度では、成年被後見人を判断能

力を欠く者とは位置づけていない。③後見開始の審判

は財産を処分・管理する能力の有無について判断して

おり、選挙権を行使する能力とは明らかに違っている。

④成年後見制度は、自己決定の尊重、残存能力の活用

及び、ノーマライゼーションという新しい理念に基づ

いて制度化されたものであるから、選挙権の制限につ

いても、制度趣旨に則って考えるべきであり、それが

国際的潮流でもある。と指摘されました。 

こうして、成年被後見人の選挙権は回復しました。

しかし、そのために、今後検討すべき課題が数多く出

てきました。そのひとつが、回復した選挙権を行使す

るための支援です。選挙制度や選挙権の理解を進める

支援、その中には、選挙に参加することに対する意思

決定についても支援が必要でしょう。また、投票権の

行使を支援するさまざまな方法の検討、候補者の主張

を分かりやすく伝えること、実際の投票場面での支援

など、現状の選挙制度では、対応が十分にできないこ

とがたくさんあります。また、不正な選挙に対する対

策も必要と考えられます。 

４件の裁判では、もともと投票権を行使していた人

たちから、成年後見制度の申し立てにより、一律に選

挙権をなくしてしまったことに対して提訴され、選挙

権が回復して投票ができるようになったということ

でした。それ自体は、ごく当然の権利回復がなされた

ということですが、併せて、今回の裁判の和解で、今

まで、直接投票権を行使してこなかった成年被後見人

についても、その権利が発生したことになります。そ

の今、生活を支え、権利を擁護する役割を担っている

ご家族や支援者が、どのようにご本人の権利を捉えて

支援するのか、選挙に限らず、人の持つ権利をどう擁 
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